
附 属 明 細 書
１．固定資産の取得、処分、減価償却費（「第86特定の償却資産の減価に係る会計処理」による損益外減価償却相当額も含む。）及び減損損失累計額の明細

（単位：円）

資 産 の 種 類 期 首 残 高 当期増加額 当期減少額 期 末 残 高
減 価 償 却 累 計 額 減 損 損 失 累 計 額

差引当期末残高 摘 要
当期償却額 当期減損損失

建 物 38¶987¶151 2¶730¶000 ` 41¶717¶151 14¶928¶905 2¶900¶501 ` ` 26¶788¶246

構 築 物 14¶380¶537 1¶470¶000 ` 15¶850¶537 9¶810¶270 771¶697 ` ` 6¶040¶267

有 形 固 定 資 産
（償却費損益内） 車両運搬具 18¶956¶466 ` ` 18¶956¶466 12¶712¶828 2¶755¶077 ` ` 6¶243¶638

工具器具備品 4¶128¶077¶460 391¶282¶792 144¶347¶988 4¶375¶012¶264 3¶616¶476¶126 233¶057¶252 4¶704¶689 ` 753¶831¶449 ~

計 4¶200¶401¶614 395¶482¶792 144¶347¶988 4¶451¶536¶418 3¶653¶928¶129 239¶484¶527 4¶704¶689 ` 792¶903¶600

建 物 1¶157¶108¶657 ` ` 1¶157¶108¶657 438¶874¶051 45¶783¶954 ` ` 718¶234¶606

構 築 物 117¶665¶285 ` ` 117¶665¶285 96¶098¶303 3¶083¶291 ` ` 21¶566¶982

有 形 固 定 資 産
（償却費損益外） 航 空 機 101¶800¶000 ` ` 101¶800¶000 98¶745¶998 1¶017¶999 ` ` 3¶054¶002

工具器具備品 108¶523¶380 ` ` 108¶523¶380 78¶950¶337 9¶767¶052 ` ` 29¶573¶043

計 1¶485¶097¶322 ` ` 1¶485¶097¶322 712¶668¶689 59¶652¶296 ` ` 772¶428¶633

土 地 3¶082¶544¶000 ` ` 3¶082¶544¶000 ` ` ` ` 3¶082¶544¶000

非 償 却 資 産 建設仮勘定 167¶583¶500 40¶950¶000 104¶160¶000 104¶373¶500 ` ` ` ` 104¶373¶500

計 3¶250¶127¶500 40¶950¶000 104¶160¶000 3¶186¶917¶500 ` ` ` ` 3¶186¶917¶500

建 物 1¶196¶095¶808 2¶730¶000 ` 1¶198¶825¶808 453¶802¶956 48¶684¶455 ` ` 745¶022¶852

構 築 物 132¶045¶822 1¶470¶000 ` 133¶515¶822 105¶908¶573 3¶854¶988 ` ` 27¶607¶249
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^ 未払金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額に

よっております。

（追加情報）

当事業年度より、「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号平成20年３月10日）及び「金

融商品の時価等の開示に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第19号平成20年３月10日）を適用

しております。

【リース取引関係】

１．ファイナンス・リース取引

有形固定資産

主に研究業務等に使用する電子計算機（工具器具備品）であります。

２．オペレーティング・リース取引

該当事項はありません。

【重要な債務負担行為】
当事業年度までに契約締結を完了させましたが、実際の支出が翌期以降になる債務負担行為のうち、
重要なものは以下の通りです。
１．広域マルチラテレーション評価用装置の製作 61¶425¶000円
２．電子航法研究所６号棟（旧管制システム部研究棟）建替工事 95¶485¶000円
【重要な後発事象】
該当事項はありません。
【その他独立行政法人の状況を適切に開示するために必要な会計情報】
組織統合について
平成19年12月24日閣議決定された「独立行政法人整理合理化計画」により、当研究所は、原則と
して平成22年度末までに交通分野の４研究機関（交通安全環境研究所、海上技術安全研究所、港湾
空港技術研究所、電子航法研究所）について１法人に統合する措置を講ずることとされておりまし
たが、平成21年12月25日閣議決定された「独立行政法人の抜本的な見直しについて」により、当該
措置は当面凍結、再検討されることとなりました。今後につきましても統合の有無を含め、全て未
定となっております。
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